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「希望者全員が65歳以上まで働ける企業が大幅増加」

その割合は、17.7ポイントも増加し66.5％となっています。今年4月に施行された改正高齢法後の

最初の「高年齢者雇用状況報告書」の集計結果です。

日本は着実に65歳＋αの時代に突入しています。課題はいかに高齢社員を第一線で活用するのかで

す。高齢社員を戦力化できるかです。企業も社員はまだまだ60歳＋αから脱していません。60歳定

年後はどちらからも「付けたし」という意識が横行しています。しかしそれでは雇用延長が企業の生

産力の低下、停滞にもつながりかねません。

今年中には25％、2025年には30％が65歳以上となる超高齢社会になります。活力ある企業、社会

をつくっていくためには高齢社員の戦力化が待ったなしです。

今回は高齢者雇用先進企業に学びながら、高齢社員戦力化の課題について考えていきたいと思います。

65歳＋αの時代の到来

65歳定年制などの制度的整備を行う
サントリー、大和ハウス、オリックス・・・

大企業も4月から65歳定年制を導入する企業が増えています。

ではなぜ65歳定年制を導入したのか？

①60歳定年後を再雇用制度で対応するシステムでは、社員の中に60歳を職業生涯のゴールである

とみなして、57～58歳ごろから職務遂行のモチベーションの低下する者がみられたこと

②再雇用制度は1年ごとの契約を更新して65歳まで雇用する制度であることから、最後の65歳ま

で頑張るという意欲がわきにくいこと

より積極的にいうと

③長年培われた経験や高いスキルを持ったシニア世代を戦力として活用し、生産性の向上を目指す

（サントリー）

④高齢社員はコストではなく会社の宝、会社の重要な戦力として活用する（オリックス）

ということです。

役職から外され、賃金は半減し、しかも1年ごとの契約社員（嘱託社員）。これではいくら戦力にな

れと言っても難しい。高齢社員を戦力化するために65歳定年制を導入し併せて処遇改善を図ることに

したのです。

高齢社員の貢献意欲を高め賃金処遇に反映させる
次に、高齢社員の貢献意欲を高めることです。

高齢社員には3つの点から貢献することが求められています。

①若手人材確保のための予算的貢献

企業は若手社員を採用・育成し新陳代謝を行っていかない限り存続発展はできません。しかも人

件費の総枠を増やすことはできない。一方、高齢社員は私生活上では子供たちも社会人として巣

立って経済的負担が減少し、なおかつ給与の目減り分には給付金や年金が支給されます。そうし
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            （今月の言葉）65歳＋αの時代の到来

① 65歳定年制などの制度的整備を行う

② 高齢社員の貢献意欲を高め賃金処遇に反映させる

③ やる気をおこす職場づくりを推進する



た判断のもとに継続雇用者の年収は多くの場合定年時の6～7割になっているのです。これは一言

でいえば「若手人材確保のための予算的貢献」です。

②後輩へのスムーズな技能伝承による貢献

若手社員や後輩の成長に貢献するということです。今まで培ってきた経験や知識、技術や技能、

人脈を余すところなく伝えることができれば企業の成長発展に大いに貢献することになります。

③組織の中核戦力としての能力発揮による成果への貢献

例えば継続雇用後も管理職、所長、店長や専門職などとして能力を発揮し、組織の成果に大

いに貢献することです。

特に、②、③については「貢献意欲を持続する」ための賃金制度づくりが大切です。貢献度に

応じてしっかりと処遇する、その仕組みをつくることです。

やる気を起こす職場づくりを推進する
3点目に必要なのが継続雇用者に「やる気を起こす」ための環境づくりです。

環境づくりを次の6点から進めます。

①継続雇用後の職務目標を設定する

②仕事能力に磨きをかける

③身体機能の加齢低下を補う対策をとる

④新たな条件のもとで役立ちを高める管理を行う

⑤コミュニケーションによる働きかけを行う

⑥チーム行動の働きかけを行う

以上の、チェックリストを活用し、「やる気を起こす職場づくり」を推進しましょう。
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